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指定管理施設・出資法人調査特別委員会会議録 

 

日  時   平成２８年７月２７日（水）     開会時間  午前 ９時５９分 

閉会時間  午後 ２時１５分 

 

場  所   委員会室棟 第４委員会室 

 

委員出席者 委 員 長  飯島  修 

副委員長  奥山 弘昌 

委 員  前島 茂松  渡辺 淳也  浅川 力三  山田 一功  

塩澤  浩    水岸富美男   佐藤 茂樹   卯月  政人  

宮本 秀憲 

 

委員欠席者   な し 

 

説明のため出席した者 

県民生活部長 布施 智樹 

県民生活部次長 上小澤 始  県民生活部次長 弦間 正仁 

県民生活・男女参画課長 三井 薫  生涯学習文化課長 深澤 宏幸 

 

県土整備部長 大久保 勝徳 

県土整備部理事 垣下 禎裕  県土整備部技監 細川 淳  

県土整備総務課長 中澤 和樹  都市計画課長 望月 一良   

 

リニア交通局長 佐藤 佳臣 

リニア交通局次長 上野 直樹  リニア交通局技監 市川 成人  

リニア推進課長 依田 誠二 

 

教育長 守屋 守  教育次長 宮澤 雅史   

教育委員会事務局次長（総務課長事務取扱）小島 良一 

スポーツ健康課長 赤岡 重人  学術文化財課長 小澤 祐樹 

 

   福祉保健部長 市川 満  福祉保健部次長 前嶋 健佐  

福祉保健総務課長 中山 吉幸  障害福祉課長 山本 盛次 

 

公営企業管理者 一瀬 文昭  企業局長 赤池 隆広 

企業局次長 末木 鋼治  企業局技監 日向 一郎  企業局総務課長 清水 義周

  

地域創生・人口対策課長 宮崎 正志 

環境整備課長 村松 稔 

 

行政経営管理課長 上野 良人 

 

 

議  題    指定管理施設の管理の業務又は経理の状況及び県が出資している法人の経営状

況の調査の件 
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審査の概要  会議の冒頭、７月２６日未明に神奈川県相模原市で発生した障害者施設入所者

の殺傷事件を踏まえ、飯島委員長から、県内の同様の施設の管理・運営に関し、

さらなる安心・安全に十分配慮するよう発言があった。 

次に、本日の審査順序について、県民生活部・県土整備部・リニア交通局、教

育委員会・福祉保健部・企業局の順で行うこととし、部長等には概要説明の後、

自室待機してもらい、必要に応じて出席を求めることとし、各施設の審査につい

ては、実務担当者から説明を受けることが了承された。 

審査に先立ち、７月２６日の部局審査の際の山田委員の山梨県土地開発公社に関

する質問について、宮崎地域創生・人口対策課長より答弁があった。 
次に、午前１０時９分から１１時２７分まで県民生活部・県土整備部・リニア

交通局所管の指定管理施設関係、午後１時１分から午後２時１５分まで教育委員

会・福祉保健部・企業局所管の指定管理施設関係について審査を行った。 

 

 

※ ７月２６日部局審査の際の山梨県土地開発公社に関する質問に対する答弁 

 

宮崎地域創生・人口対策課長 昨日の指定管理施設出資法人調査特別委員会の、山梨県土地開

発公社に係る審議における山田委員からの御質問に対しまして、昨日お答えでき

なかった部分についてお答えをさせていただきたいと思います。 

  まず、市川三郷町大塚地区拠点工業団地の売却地問題に係る処理費用につきま

して、山田委員のほうから、当時、処理費用が１０億円という説明を受けた一方

で、昨日私のほうから実際にかかった経費が６.５億円との説明があったが、なぜ

そのような違いが生じるのかという御質問をいただきました。 

  この事案が発生しました平成２４年当時の９月議会時点におきましては、掘削

あるいは廃棄物処理の作業途上であり、全体の作業量が判明していなかったとい

うこともございまして、当時の議会答弁において、所要経費は３.８億円から６.

８億円と試算し、その後さらに廃棄物が大量に発見されたため、最大で３億円増

加すると見込んだ、という形の答弁をさせていただいております。当時は幅を持

たせた試算により、最大で９.８億円、おおむね１０億円がかかる見込みという御

説明をさせていただいておりまして、これが山田委員の御指摘の部分と存じます。 

  その後、平成２５年７月に作業全てが完了いたしまして、全体の事業料が６.

５億円ということで確定をしたということでございます。 

  次に、２点目でございますけれども、市川三郷町大塚地区拠点工業団地の瑕疵

問題が生じた区画、こちらに立地しました企業の本県に納めている税額、あるい

は従業員数について御質問をいただきました。この企業が山梨県に納めておりま

す税額につきましては、大変申しわけございませんけれども、個人情報の関係の

不開示情報になりますので把握しかねる、かつ、お答えもできかねるというとこ

ろでございます。申しわけございません。 

  ただし、ホームページに開示されている当該企業の決算概要の当期純利益の情

報等によりますと、平成２７年度決算におきましては、売上高が約９２.２億円、

経常利益が約８.４億円、税金等調整前当期純利益が約８.３億円、法人税等の合

計が約３.０億円、当期純利益は約５.３億円となっています。 

  また、１年前の平成２６年度決算におきましては、売上高が約９８.３億円、経

常利益約１１.２億円、税金等調整前当期純利益が約１２.８億円、法人税等の合

計が約４.８億円、当期純利益が約８.０億円となっています。なお、申し上げま

した法人税等の合計額につきましては、国税も含み、かつ、この企業の本社所在

地である東京都への税額等も含むため、山梨県への納税額とは一致しませんので

御留意いただければと存じます。 
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  また、同様に、従業員数の状況についても開示がございます。平成２７年度末

時点で、全従業員数３０５名、このうち市川三郷町にございます山梨事務所は６

６名。また、平成２６年度末時点では、全従業員数２９４名、このうち山梨事務

所には６３名が従事しているとあります。なお、市川三郷町の山梨事務所にお勤

めの方のうち、山梨県にお住まいの方が何人かというところまで子細にはわかり

かねるところでございますが、この事務所の立地条件等を勘案しますと、大半の

方が山梨県にお住まいなのではないかと推測されるところでございます。 

 

山田委員  今の御説明、非常によくわかりました。当時、この企業は、山梨の事業所は南

アルプス市だけでして、その売上と所得から、私が割り戻して計算して、約１,

０００万円ぐらいが山梨県に多分落とされている税金ではないかということで、

１０億円かけて、その１０億円取り戻すには１００年かかるという話をしたので

すが、今の従業員数から案分していくと、約５分の１ぐらいが多分山梨に落ちて

いる金額ということになって、１億円近い金額が法人二税プラス市川三郷への住

民税ほか法人住民税になるのかなと。さらに、当時、３０名ぐらいの雇用と言わ

れていたのが、今は６６名ということで、全員が山梨でないにしても、本社から

来ている人もいると思うのですが、当時は１０億円もかけてどういうことだなん

て言ったけど、今の報告を聞く範囲だと、固定資産税などを入れた場合も含めて、

一応、誘致をしてよかったというか、税務的にはそんな印象を持ちました。 

 

宮崎地域創生・人口対策課長 この事案が発生しました当時におきましても、山田委員から厳

しい御指摘を受けたところでございますけれども、この立地した企業におきまし

ても、山梨での雇用をしていただいている、あるいは企業業績もなかなか好調で

あるということも含めまして、こういう形になっているということでございまし

て、まだ未分譲地もございますので、今後ともこういう形で立地を進めていきた

いというふうに考えているところでございます。 

 

 

 

※ 山梨県立県民文化ホール【県民生活部】、山梨県御勅使南公園【県土整備部】、山梨県立リ

ニア見学センター【リニア交通局】 関係 

 

質疑 

 

（山梨県立県民文化ホール関係について） 

塩澤委員  昭和５７年に開館したということで、山梨県の芸術あるいは文化の拠点として

いろいろな面で使用してきて、いい文化ホールになったなというような声もたく

さん聞かれるんですけれども、先ほどの説明の中で、ここ数年３５万人を超える

利用者があるということだったのですけれども、実際に公演、あるいはさまざま

な催しものがあったと思いますけれども、実績についてもう少し詳しく教えてい

ただきたいなと思います。 

 

深澤生涯学習文化課長 委員おっしゃるとおり、県民文化ホールは本県の文化・芸術の振興に

寄与してきた拠点でございまして、これまで多くのイベント等が開催されてきて

います。２７年度につきましては、例えば辻井伸行さんのピアノリサイタルであ

ったり、野村萬斎さんの狂言の会、宝塚歌劇団の公演などを初めといたしまして、

音楽関係が全体で１９１回、舞踊関係が２０回、演劇等の関係が３０回、それか

らいろいろな大会がございますけれども、各種大会が４２回、落語等が３５回、
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合計３１８回のイベント等を大ホール、小ホールにおきまして開催をしておりま

す。 

  ちなみに、２５年度、２６年度におきましても３１２回、３３３回ほどのイベ

ント等を開催したところでございます。 

 

塩澤委員  それなりにたくさん、いろいろなイベント、あるいは公演がなされているとい

う話ですけれども、さっきも話が出ましたけれども、多く開催している状況の中

で、２５年度の３５万人から、平成２６年度は３４万人というふうに目標の設定

が変わっているのですけれども、３４万人に目標を変えたのは、平成２４年の実

績をもとにというようなことがここに記してあるのですけれども、その目標値の

設定というのはどういうふうにして決められているのでしょうか。 

 

深澤生涯学習文化課長 目標値の設定でございますけれども、平成２６年度からの第３期指定

管理者の募集が２５年度にございました。ここには２５年度、３５万という実績

がもう出ておるのですけれども、その計画を提案する際において、直近の実績が

平成２４年度の数値、３４万７,０００人余であったため、２５年度の実績がわか

らなかった、まだ見えなかったという中で３４万人を使ったわけでございます。

平成２６年度を３４万人と見立てまして、毎年度段階的に目標を上げて、指定管

理最終年となる平成３０年には３６万人とする計画を立てたところでございます。 

 

塩澤委員  ２４年の実績とか、あるいは第３期とか、指定管理の期間等もいろいろ考慮し

たということもあるとは思うんですけれども、そうはいっても実績がこれだけあ

るということで、やっぱり目標値を下げる必要はなかったんじゃないかなという

ふうに思います。この実績目標割合とか、これが１００％を超えるように、意図

的にやったのかなと感じられる部分もあるんですけれども、３５万という目標そ

のものは下げるべきじゃなかったと私は思うんですけれども、その辺はどうです

か。 

 

深澤生涯学習文化課長 委員御指摘のとおり、平成２４年度の実績は３４万７,０００人という

ことでございまして、３５万人の目標を確かに大きく上回るものではなかったと

いうことでございます。そういう状況におきましては、利用者増を目指すという

観点からも、同様の目標値としてもよかったのかなというふうには考えておりま

す。 

  そういう中でありましても、本年度、２８年度、先ほど段階的に上げていくと

いうようなことを説明させていただきましたけれども、２８年度におきましては

利用者数３５万人を目標に掲げまして進めておるところでございますが、県民の

皆さんが気軽に利用し、楽しめるような事業であるとか、国とか民間団体の助成

金の活用を図って、低廉でよりよい公演等を提供するなどの工夫も行いながら、

進めていきたいと考えております。 

 

塩澤委員  目標をあまり低く設定すると、何か意図的にというようなことも考えられます

ので、その辺は無理があってはいけないけれど、やっぱりある程度目標だから、

そういった目標をしっかり設定してもらいたいなというふうにも思います。 

  次に、施設の状況ですけれども、５７年に設置されたということで、既に３４

年経過しているということになります。ここにもいろいろアンケートの状況等も

書いてあるのですけれども、改めまして、利用する主催者の皆さん、あるいは観

客の皆さんからの要望あるいは意見等はどんなものがあるのかお伺いします。 
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深澤生涯学習文化課長 来場者からの要望と意見でございますけれども、以前は和式トイレだ

ったものですから、それに対する改善要望がかなり多かったというところでござ

います。しかしながら、トイレにつきましては計画的に洋式化を図っておるとこ

ろでございまして、今年度、２８年度で一応の洋式化は終了するというところで

ございます。 

  また、そのほかの意見といたしましては、例えばロビーの照明が暗いとか、そ

ういったような御意見もいただいているところでございます。 

  さらに、今度は主催者側のほうでございますが、やはり他県の施設と比較して

いるというところも多少あるかなとは思いますけれども、楽屋や練習室などにお

いて、トイレ、空調、備品、そういったものの施設の古さですとか、設備のふぐ

あいというものに対する不満の声というものは少なからずあるということでござ

います。 

 

塩澤委員  古くなればいろいろなものが壊れてくるのは当然だとは思いますが、県と指定

管理者の役割というか、ある程度大きいものはこういうふうにとか、いろいろな

決め事があろうかと思います。その辺はどうなっているのか、また、最近の工事

はどういったものを主にやったのかということを、ここに書いてあるだけか、あ

るいはそのほかにも何かやったのか、その辺を教えてください。 

 

深澤生涯学習文化課長 まず、工事、修繕等の役割でございますけれども、基本協定に基づき

まして行っており、施設の工事、修繕等を必要とする場合には、１件６０万円未

満は指定管理者が、それ以上は県が実施をするということになっています。ただ

し、６０万円以上でも、指定管理者が実施できるという規定にもなっていますの

で、その辺は両者の話し合いというところもございます。 

  また、平成２７年度は、委員おっしゃるとおり、表のほうにも記してはござい

ますけれども、トイレの洋式化への改修工事であったり、防火シャッターの不作

動の改修工事、あと、舞台装置を吊っておく引き綱ロープが磨耗していまして、

そういった経年劣化に伴う更新工事であったり、先ほど少し触れさせてもらいま

したけれども、ドア類や、電気回線の関係、照明器具類、そういったものがやは

り経年劣化でふぐあいがかなり生じているということの中で、指定管理者として

も、２７年度は３０件ほどの修繕工事を行ったということでございます。 

  ２５年度、２６年度におきましても３５件及び２９件ほどの修繕工事等を行っ

たところでございます。 

 

塩澤委員  さまざまな修繕を行って、見る人、あるいは公演をする人が気持ちよくという

ことだと思いますけれども、文化・芸術といった部類はやはり夢とか、そういっ

たものを与える。国民文化祭あるいは県民文化祭などもかなりの人たちが参加し

ているということで、そういった機運も高まっているのかなと思います。文化ホ

ールは古くて年数もたっているけれども、主催者側も気持ちよくやりたい、見る

側も気持ちよく見たいという部分があろうかと思うんですよね。そういった中で、

アンケート結果を見ると、相当満足しているなとは思うのですけれども、トイレ

の問題などは今の話を聞くと、修繕が遅かったんじゃないかなと思うんですけれ

ども、３４年がたっているということの中で、今後、いろいろな部分において、

計画的にある程度修繕を実施していかなければいけないなとは思うんですよね。

そうしないと、主催者側も気持ちよくできないと思いますが、その辺は何か計画

が今のところあるんでしょうか。 

 

深澤生涯学習文化課長 毎年、文化ホールともよく話し合いをしていまして、ふぐあい箇所な
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どの一覧を県のほうに提出をしていただいています。県が役割を担う６０万円以

上の大きい工事等につきましては、もちろん現場の状況も見ながら予算要求を行

っておりますし、ふぐあいの状況も見ながら、指定管理者のほうからぜひここま

ではやってくれというような要望もある中で、一応は計画的に行っているところ

でございますが、財政面もかなり厳しい中で、なかなかそれがすんなり進むとい

うことにもなっていないというのが現状でございます。 

 

塩澤委員  財政面が厳しいからこそ、しっかり計画を立ててやっていくということが必要

だと思います。そのことは申し添えておきます。 

もう１点、最初の話の中で、昭和５６年に建築基準法が変わってという話があ

ったんですけれども、文化ホールは昭和５７年の設置ということで、建築基準法

の中において、耐震化に関してこの建物そのものはどういう状況にあるのか、ち

ょっと教えていただけますか。 

 

深澤生涯学習文化課長 文化ホールの耐震の関係でございますけれども、平成２４年の５月か

ら９月にかけまして耐震診断を営繕課にお願いをして実施をさせていただきまし

た。結果ですが、その指標は、東西南北で０.７１５から１.０６９という数字を

いただいています。耐震基準の一つの基準目安となっているのが、０.６以上あれ

ば耐震性ありということですので、０.７１５から１.０６９というところの数字

をいただきましたので、耐震性ありという判断をしています。 

  しかしながら、診断から既に４年がたっていますので、現在、利用者の安全確

保のためにも日々の点検をしっかり行っているところでございます。 

 

塩澤委員  ５６年の法律改正に適合しているのか、していないのかというのとは関係なく、

もう耐震のほうはオーケーだというふうに判断していいということですか。 

 

深澤生涯学習文化課長 基準には適合していると考えています。 

 

佐藤委員  利用客数のことなんですけれども、２６年が３６万５,０００人、２７年が３５

万９,０００人ということで、６,３６６人、１.８％減ということで、理由として、

数年間隔で実施されている大規模なコンクールが２７年になかったということで

すが、その前年度はあったという理解でいいですか。 

 

深澤生涯学習文化課長 吹奏楽コンクールのような全国大会が、ちょっと表現がよくないので

すが、すごく大きいものと、その次に大きいものが、偶数年に交互に来るような

格好になっていまして、そういった大きいものが来なかったというところが一つ、

原因でもございます。 

 

佐藤委員  今後、大手プロモーター、アーティスト事務所等に働きかけていくということ

なので、先ほど目標設定の話もございましたが、利用者、利用客の集客について

もまた頑張っていただきたいとうふうに思います。 

次に、こちらの資料の４３ページの利用者の意見への対応という中で、文化芸

術施設の要素として全般的に暗めを基調としたとありますが、中のことはよくわ

かるのですが、南側の公園、ポケット公園、緑地帯というんでしょうかね、非常

に暗いというイメージがあるんですね。暗いのを基調というよりも、暗い。防犯

上非常によろしくないというふうに思うわけです。というのは、たまたま地区の

補導員をやっていまして、毎月２２日にはパトロールをして、一番最初に出向く

のがコラ二―文化ホールなのですが、いつも南側は暗い。昼間は黒の基調でも構
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わないのですが、夜は非常に防犯上よろしくないと思うのですが、いかがでしょ

うか。 

 

深澤生涯学習文化課長 済みません、夜の状況を私も確認をしておりませんけれども、早急に

指定管理者と協議をしまして、どのような状況かを調べた上で、もちろん、住民

の安全・安心につながるように改善、何らかの措置ができるのであれば検討して

いきたいと考えています。 

 

佐藤委員  ぜひごらんいただいて。もう、過去何年もパトロールしておりますが、カバー

を外した形跡は一度もないと思います。虫やごみが、カバーの内側には非常に積

み重なっている。だから余計暗い。おまけに白熱灯だと思いますから、ＬＥＤ化

にするなど、防犯上の観点から、利用者にとってもいいことではないかなと思う

ので、これは早急に対応していただきたい。現状をごらんいただきたいと思いま

すが、いかがでしょうか。 

 

深澤生涯学習文化課長 早速、現地を見させていただきまして、先ほど申し上げました指定管

理者とともに、どのような方法がとれるのかというところの協議をしていきたい

と思います。 

 

佐藤委員  先ほど塩澤委員への答弁にもございましたとおり、要望とか予算要求を定期的

にされているということでございますから、ぜひごらんいただいて、現状を把握

していただくこと。それから、指定管理者がどう思っているかということもまず

聞いていただきたいと思います。なぜかというと、中のことに終始されています

から、外の外観も含めてそういったことは非常に大事なことだと思いますので、

ぜひお願いします。終わります。 

      （８月３日現地調査の際に資料配付と深澤生涯学習文化課長からの説明が行われ

た。） 

 

     （山梨県御勅使南公園関係について） 

渡辺委員  ３７６ページの４、利用状況、利用者満足度の状況のところを見ますと、御説

明にもありましたように、昨年度より大幅に利用実績が増加していると。そして、

その下の５、運営目標の達成状況も見ますと、来園者数、また、有料公園施設使

用者も含めて目標値を達成しているというようなことが見てとれます。これの要

因として、リニューアルしたこととともに、ホームページ、あるいはＳＮＳ等を

活用して情報発信を行ったと記載がありますけれども、このうち、ＳＮＳについ

ては幾つか種類があると思うのですけれども、具体的にどのＳＮＳで、また、ど

のように発信したのかお伺いいたします。 

 

望月都市計画課長 委員の御意見のとおり、ＳＮＳ、ソーシャルネットワーキングサービスと

うのは交流サイトと呼ばれますインターネット上で情報交換するサービスのこと

でございます。このサービスを運営するソーシャルメディアにつきましては、委

員もおっしゃるとおり幾つかの会社がありまして、代表的なものにはツイッター、

あるいはフェイスブックといったものがございます。当公園ではフェイスブック

を使って、この公園を登録している皆様に、その催しものの情報提供を随時行わ

せていただいているという状況でございます。 

 

渡辺委員  今後もそういった若者向けも含めてＳＮＳを活用して、この施設の情報発信に

努めていただければと思います。 
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  続いて、３７８ページ、収支状況のところなのですけれども、そのうちの収入

の部の中の、指定管理者委託料についてです。平成２７年度は７,９９０万円余と

なっております。平成２６年度は７,８５０万円余ですけれども、増加している理

由はいかがでしょうか。 

 

望月都市計画課長 御勅使南公園の主な施設の中には、ラグビー場がございます。この芝生の

管理は非常に重要だと考えておりますけれども、この芝生は２年から３年に一度、

エアレーション作業というのを行う計画になっております。エアレーションとい

うのは水はけの改善ですとか、根切りですとか、病気予防のため、地面に穴をあ

けて、地中へ空気を供給する作業のことを言いますけれども、これは毎年する必

要はなくて、２年から３年に一度、芝の状況、グラウンドの状況を見ながら実施

しているわけですけれども、たまたま平成２６年度は実施する必要がない年度だ

と指定管理者、それから県のほうでは考えておりまして、７,８００万円余という

委託費で契約しましたけれども、２７年度につきましては、このエアレーション

作業が必要だということで７,９００万円余の委託費となっています。 

 

渡辺委員  差額の１４０万円余の主な要因は理解いたしました。 

  続いて、同じところの支出の部分ですけれども、Ｂの支出額計の中で、一番最

後のところに植栽管理費（直営分）と記載があります。そして、下のほうに行き

ますと、外部委託、外注として植栽管理という形で計上されていると思うんです

けれども、そもそもなぜ直営と外部委託の区分けがあるのかという部分について

お伺いいたします。 

 

望月都市計画課長 指定管理者であります富士グリーンテックは植栽業務にたけた会社でござ

いまして、基本的に植栽管理についてはグリーンテックが自社で管理できると考

えておりますけれども、剪定作業や草刈り作業などの植栽管理作業については、

やはり必要な時期に作業を行わなければならないということがございまして、ど

うしてもこのように面積が広い公園等では作業が集中する時期には指定管理者だ

けでは対応できないという状況が生じてしまいます。そういったときに外部委託

によって補っているために、直営部分と外部委託という形で経費の計上が出てき

ているということで御理解いただきたいと思います。 

 

渡辺委員  通常時の植栽管理については、この指定管理者が行っていけるけれども、ピー

ク時になると直営では足りないので外注で補うということで、総合的に年間のか

かる費用等を考えて分けられたということで理解いたしました。 

  続いて、３８０ページ、評価結果の部分の上から４つ目、収支状況のところの

指定管理者の自己評価のところに、「光熱費はデマンド装置の設置でピーク電力を

調整し、抑制しています」という記載がございますけれども、ちょっとまだよく

理解できていませんので、具体的にはどのようなことを行ったのかお伺いいたし

ます。 

 

望月都市計画課長 公園等の電力の契約は、一般家庭の契約とは違って、法人対象の契約にな

りまして、当公園の電力の契約も、毎時刻々と変化していく需要電力の最大値に

よって契約電力が決定し、１年間の料金に反映される仕組みとなっております。

これをデマンド料金制というふうに電力会社のほうでは言っております。ですか

ら、この需要電力を監視するデマンド装置というものを設置しまして、最大値を

抑える努力をすることで電気料の節減ができるということです。その最大値が大

きくなってしまうと、１年間の基本料金が全て高くなってしまうので、できるだ
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けピークが高くならないような形で運営をしていくと、電気料の節減につなげら

れるということのようです。 

  具体的には、当公園ではラグビー場に日中散水する際に大きな電力を使うこと

になりますので、散水時にモニターを見ながら、目標値を超えないように努力し

ておりまして、もし超えそうなときには管理事務所のエアコンを切るなどして調

整をして、ピーク電力が大きくならないような努力をしています。そういうこと

を一応ここで書かせていただいているということでございます。 

 

渡辺委員  節電に向けての努力は理解いたしました。 

  それでは、次ですけれども、３７７ページの３番、補修工事等の状況、平成２

７年度を見ますと、この指定管理者が行ったもののみがここに４つほど記載され

ているんですけれども、先ほど御説明があったように、平成２７年度には県が発

注した工事はなかったと理解しておりますけれども、この施設も設置が昭和６１

年と、もう３０年ぐらい経過しています。老朽化等が心配されるのですけれども、

この施設については、老朽化対策については今までどういったことをされてきた

のか、あるいは今後どういったことをやる予定があるのかを最後にお伺いして質

問を終わらせていただきます。 

 

望月都市計画課長 委員御指摘のとおり、調書に出しております３７７ページの平成２７年度

の補修工事の状況については、県が実施した補修工事の記載がないわけですけれ

ども、これはたまたま２７年に県が補修工事を行う必要がなかったということだ

けでありまして、例えば、平成２５年にはラグビー場のスタンドの改修を行って

おりますし、平成２１年度、２２年度ぐらいには老朽化した遊具の改修も行って

おります。 

  今後は、平成２６年度に山梨県都市公園長寿命化計画を策定しておりますけれ

ども、この計画に基づきまして計画的に老朽化施設への対応を行ってまいりたい

と考えているところでございます。 

 

 

     （山梨県立リニア見学センターについて） 

宮本委員  まず１つ目の質問なのですが、指定管理業者の丹青社はどういう会社か教えて

いただけますか。 

 

依田リニア推進課長 株式会社丹青社は、東京都の港区に本社を設けている会社でございます。

資本金が約４０億円ということで、商業施設や展示施設の内装工事とか、展示物

の製作、そうしたものの施設の管理運営、こういうものを手がけている会社でご

ざいます。乃村工藝社という会社もあるのですけれども、その会社とこの会社と

で、日本のディスプレー業界の二大業者であり、平成２６年４月からリニア見学

センターの管理者となっているという状況でございます。 

 

宮本委員  指定管理業者の決定は一般的には入札だと思うのですが、どういうことが決め

手となってこの会社に決定したのかという経緯を。 

 

依田リニア推進課長 選定の経緯でございますけれども、この施設につきましては平成２５年

に指定管理者の選定を行っております。公募を行いまして、選定委員会での審議

を経まして丹青社と決定したということでございます。 

  選定のポイントでございますけれども、先ほどもちょっと申し上げましたが、

この丹青社は、指定管理者としてさまざまな施設を管理したりしているというこ
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とで、実績が豊富にあります。展示の運営方法等につきましても専門的な知識な

どを有しているということで、質の高いサービスの提供が期待できるということ

や、展示物の適正な管理とか、コストの削減なども見込めるという評価を当時し

ているところでございます。 

  また、経理的な基盤もしっかりしている会社ということもあり、業務の安定的

な経営もできるというようなことも考慮したということ、提案価格が応募者の中

でも最低価格であったということ、利用料金収入、見込額を超えた分については

１００％県に還元するという御提案もあったことから、総合的に判断しまして、

丹青社に決定したという経緯でございます。 

 

宮本委員  非常に条件がよかったというふうに今の話を聞いて思ったんですけれども、丹

青社って、私も聞いたときに、どんな会社なのか、少なくとも県内にないからわ

からなかったのですけれども、当然、県の税金を使って指定管理料を払うわけで

すから、県内の企業を当然、優先的にすべきという考え方も当然あると。それは

もちろん県の税金をそこに払うことで県内の経済を還流させると同時に、今おっ

しゃったように、効率性とか、より県にとってプラスという、その相反する考え

方があると思うのですが、今回、そうはいってもこの会社を選んだ考え方、その

裏にある考え方というのをちょっと教えていただければ。 

 

依田リニア推進課長 指定管理者が県外の業者であることについての御質問かと思いますけれ

ども、先ほど申し上げましたように、２５年度に公募を行いまして、選定を行っ

ております。当初の応募要件では、山梨県内に主たる事務所を置く、または置こ

うとする法人等であるという要件がありましたが、１回目の当初の公募におきま

しては、応募者がなかったという状況でございます。その公募をするに当たりま

して、現場説明会などを行ったわけですけれども、参加した事業者にヒアリング

を行うなどして、応募しなかったのにはどういう要因があるのかということを確

認したところ、最大のネックだったのが、県内に主たる事務所を持つというとこ

ろだということが判明しました。そのため、検討した結果、再募集に当たっては

県内に事業所を有するという要件を緩和したところでございます。 

  ただし、要件は緩和したのですけれども、条件の中に、地元企業や人材活用等

についての方策とか、地元経済への波及や貢献度合い、あと、地元経済への影響

ということを審査基準の項目として新たに設定しまして、県内事業者に有利にな

るようにという点に配慮した上で公募を行ったところでございます。 

 

宮本委員  先ほどの説明にあった６５ページの職員の内訳ですが、ほかの指定管理に比べ

ると多いのかなと。今、課長が御回答された、県内の企業じゃないという点と、

さりながら県内に対する恩恵をもたらすというところに多少、もちろんそれを考

えた上でだと思うのですけれども、利益を出すためにどうしても非常勤が多いと

は思うんです。ここはできるだけやはり正規職員を採っていっていただきたいな

ということをお願い申し上げまして、次の質問に移ります。 

  ６２ページの支出のところなのですが、ここの一番下の県への納付金というと

ころで、平成２７年は６,９００万円とあるのですが、この納付金というのは、県

にキャッシュバックがあるという、そういう内容でよろしいのでしょうか。どう

いったものか教えていただければと思います。 

 

依田リニア推進課長 県への納付金ということでございますけれども、基本的には利用料金制

を導入しており、その利用料金につきましては指定管理者の収入ということで行

っております。平成２６年度からリニューアルしてオープンしたということで、
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その指定管理者の選定に当たっては、新しい施設を増築したということ、これま

でなかったような施設だったということ、新しくできた部分については有料化す

るということなど、さまざまなことがありまして、入館者数の想定がその時点で

ちょっと困難ということもございました。 

  そこで、利用料金につきましては、平成２６、２７の２年に限りまして、想定

する人数を出した上で、その人数に対する利用料金、当時、約２,４００万円。消

費税率が今は変わっていますので、現在は少し変わっていますけど、２,４００万

円を超える利用料金の一部を県に還元すると。人数が把握困難なところもありま

したので、想定を超える分については県に還元するという要件をつけて公募を行

いました。 

  今回、指定管理者として選定されました丹青社でございますけれども、消費税

の増税を考慮しまして２,４９０万円を超える利用料金について、全額県へ還元す

るという御提案をいただいて、県に還元をしてもらうというものがこの還元金で

ございます。 

  ただし、利用者数がなかなか算定困難ということで、２６、２７はそれで行っ

たのですけれども、後半の今年度以降の３年間については、その時点での実績を

踏まえて見直すということで、今年度からの扱いについては見直しを行ったとこ

ろでございます。 

 

宮本委員  今の契約内容を聞くと、要は、納付金と指定管理料がほとんどイコールという

ことですよね。収入の６,９００万円と、納付金の６,９００万円である種相殺し

て、指定管理料払わなくてもいいぐらい人が来てしまった、よかったという話で。

それはそれですばらしいことだと。もちろん民間企業の御努力、御尽力だと思う

んですが、それを今年度からまた契約を変えると今、伺いましたが、具体的にど

ういうふうに変えられたのか教えていただけますでしょうか。 

 

依田リニア推進課長 昨年度、見直しの協議を行いまして、今年度から３年間ということで、

契約の内容を見直しております。見直しに当たりましては、２年間の実績がござ

いますので、これらの実績から、年間の利用者数を、有料の施設であるどきどき

リニア館が２５万３,０００人、それに基づく利用料金収入が約８,０００万円程

度ということで見込んでおります。 

  売店等の売上収入につきましても、やはり来館者に応じて多くなっております。

こちらを９,０００万円強、足しまして、大体１億７,０００万円程度の収入が得

られるのではないかと計上しております。 

  支出につきましても、利用者数に見合った経費を積算いたしまして、ほぼ同額

となったということで、今年度からは県の委託料を支出せずに運営できるのでは

ないかということで協議を行い、合意が得られましたので、今年度から３年間は、

仮に赤字が出た場合でも県は補てんを行わないということで、委託料は支払わな

いということになっております。 

  あわせまして、先ほどお話がありました県への還元金でございますが、想定す

る利用料金収入を超える分の収入があった場合につきましては、県と指定管理者

で５０％ずつという考えのもと、県に５０％は還元金としていただくということ

になっております。 

 

宮本委員  一般的に指定管理というのは、民間のノウハウとか活力を利用して、県がやる

よりもうまく運営をしてもらうと。普通は得られたベネフィットというか利益、

もうけというのは、その指定管理者のほうで取るのが一般論だと思うのですが、

今回、今の話ですと、指定管理料を払わない。それはすごいすばらしいことで、
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かつ、その上で上がった利益を指定管理者と県で折半すると。本来は全部、指定

管理にお渡しするべきだとは思うんですが、逆に、そういう交渉ができて、結果

として、そのような、山梨にとってはメリットがあるような形になった、その交

渉の経緯というか、どういう考えがあってそうなったのか教えていただけますで

しょうか。 

 

依田リニア推進課長 交渉の経緯でございますけれども、最初の２年間につきましては、募集

の際の指定管理者からの提案でやっておりました。今年度以降の３年間というこ

とでございますけれども、最初の２年間の実績などを踏まえて見直しを行いまし

たけれども、リニア見学センターはリニアの普及啓発を行うという目的を持った

施設でございます。他の施設と違いまして、リニアの普及という意味合いから、

県としても、独自のイベントを開催したり、県民向けの体験乗車みたいなことも

行ったりしております。また、どきどきリニア館を設置しまして、引き続き、集

客を得るために内容のバージョンアップなど、さまざまな改善も行ったりしてい

るところでございます。 

  そうしたこともありまして、もちろん指定管理者の努力というものもございま

すので、そういうことも考慮する中で、それぞれの努力が相まって成果が出てい

るということから、交渉を行った結果、５０％を県に還元するということになっ

たところでございます。 

 

宮本委員  ある意味、レアケースというか、お金が返ってくるってなかなかないと思うん

ですけれども、もしこれが成功事例であるならば、成功したノウハウというか、

そういったものがあるわけでして、もちろんほかの指定管理業者というのは当然、

業態がいろいろさまざまあって、必ずしも一概には言えないと思うのですが、こ

の成功事例というのを、例えばほかに横展開していくとか、あるいはうまくフィ

ードバックしていくといったことを検討していただきたいなと思うんですが、い

かがでしょうか。 

 

依田リニア推進課長 今、委員から御指摘ありましたように、施設それぞれについて目的や事

業内容、また、運営している法人の形態なども異なっております。リニア見学セ

ンターでのノウハウにつきまして、そのまま全て適用して活用できるかというと、

なかなか困難な面もあるかとも思います。また、企業のノウハウにつきましては、

今まで丹青社でもいろいろな施設を管理したりする中で培ってきたノウハウ等が

あるかと思います。その辺のノウハウについてどこまでほかの会社に出せるかと

いうような、丹青社の了解を得るというようなことも必要になってくるのではな

いかと思います。ただ、委員おっしゃるとおり、経営も順調に行っておりますし、

さまざまな取り組みもしていただいています。そういうことをほかの施設にも利

用していくというようなことも必要かと思いますので、また、指定管理者である

丹青社とか、関係する課とも相談しながら検討していきたいと思います。 

  なお、見学センターの運営に当たりましては、類似の施設とも連携が必要では

ないかということもございまして、連携した取り組みをしていくことも今、検討

しております。その中で、やはり人間関係というのか、関係をつくる中でいろい

ろな情報の交換などもしながらということもありますので、そういう形も使いな

がら、活用できるものはほかでも活用できるよう検討していければと思います。 

 

宮本委員  ぜひ横展開というか、成功事例を皆さんで共有していただいて、よりいっそう

民間活力を活用しながら、県にベネフィットがあるような形にしていただきたい

という要望と、最後に、県会議員の何人かわからないのですが、多分、リニアモ
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ーターカーにいまだに乗ったことがありません。私も、何人かから言われるので

すが、乗ったことがないと言うと驚かれます。ここで言うべきことではないので

すが、やはり、県会議員３７名のプロモーションというか、人から聞かれれば、

こんなにすばらしいんだとか、あるいはこれは本当に未来の、２０２７年に具体

化される技術であって、ぜひ乗ってほしいということを伝えることができると思

うので、ぜひそういった形も検討していただければと思います。要望しまして質

問を終わります。 

 

水岸委員  詳細については総括審査で質問させていただきますけれども、利用実績につい

て伺います。平成２７年度は５７万５，０４６人に利用されておりますけれども、

この４月以降、１日９６４人をキープできているのか、まずお伺いします。 

 

依田リニア推進課長 済みません、具体的な数字は今お示しできないんですけれども、昨年と

の比較ということですが、月単位での比較になりますので、６月末現在というこ

とでいきますと、昨年度より若干減少しているという状況でございます。 

 

水岸委員  それをお聞きしたのは、今年１１月に都留市では農産物直場所、道の駅がオー

プンします。その利用実績が大きくその経営に左右するとも言われていますので、

ちょっと聞きました。詳細についてはまた総括審査のほうで質問させていただき

ます。答弁は結構です。 

 

 

 

※ 山梨県立飯田野球場【教育委員会】、山梨県立梨の実寮、山梨県立育精福祉センター成人

寮【福祉保健部】、丘の公園【企業局】関係 

 

質疑 

 

     （山梨県立飯田野球場について） 

佐藤委員  ２３年度から比べると２７年では利用者が５，８７７名増加している。毎年１,

５００人とか１,６９７人、２９３人、昨年は２,３８７人というふうに増加をし

て、まことに喜ばしいことだなと思うのですが、野球とグラウンド・ゴルフの割

合というのはおわかりになりますか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 野球、ソフトボールとあわせてと、グラウンド・ゴルフの比率という

ことで把握をしております。２７年で申し上げますと、利用者数全体が２万７,

２６４人でしたけれども、そのうち野球、ソフトが５８％、それからグラウンド・

ゴルフは４２％でございます。５８対４２の割合でございました。 

 

佐藤委員  年々、グラウンド・ゴルフは増加しているんでしょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 ２３年からの統計の数字を今、手に持っておりませんけれども、指定

管理者から聞いたところでは、グラウンド・ゴルフの割合が高まっているという

ことでございます。 

 

佐藤委員  グラウンド・ゴルフの全国大会が４年後にやっと山梨県で開催されるとお伺い

しておりますけれども、年々、グラウンド・ゴルフの人口が非常に多くなってい

ると。グラウンド・ゴルフですから地面だけでやっているという部分も多いので
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すが、特に飯田球場の場合には外野の芝生を使っていて、芝生でプレーしたいと

いう方の多さに私自身も驚いているところなのですが、お聞きするところによる

と、２３年にトイレをバックネットの裏におつくりいただいたということなので

すが、利用者からのお声の中には、遠過ぎると。それから、年齢がお年を召して

いらっしゃるので、近い。そういう部分で遠過ぎるということなのですが、トイ

レの増設の要望がありますが、お聞きになっていますか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 そうした要望が寄せられているという話は承知をしております。 

 

佐藤委員  収支のほうに行くわけですけれども、収支の差額が５万７,０００円のときもあ

れば、去年は２４万５,０００円ということで、ある意味、とんとんベースで行わ

れていると。管理が非常にいいなと思っているのですが、トイレの増設に回すお

金があるのかどうか。これは無理だと思いますけれども、そうはいっても。おそ

らく平日、ほとんどグラウンド・ゴルフでいっぱい。管理棟に行きますとホワイ

トボードに本当にいっぱいになっているというのを見たことがございますけれど

も、その方々が、とにかくトイレが欲しいということを盛んにおっしゃっていま

す。今あるのは男性の小が３、和が１、洋が１、これがバックネット裏。あと、

女性に関しては和式が１しかないということで、１００人規模のグラウンド・ゴ

ルフ大会では長蛇の列ができる。それも遠いということがありますから、そうい

った部分で非常にトイレが欲しいという声が大きくなっていますけれども、その

辺について見通しはどうでしょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 指定管理の収支、例えば、２７年でいくと２０万円の収支差額なんで

すけれども、この中でトイレの対応ができるかというと、指定管理の中では施設

整備はちょっと難しいだろうと考えております。 

  では整備は、ということなんですけれども、ただいまのお話にもありましたよ

うに、２３年にトイレを整備いたしました。このときには女子トイレで和式と洋

式各１つずつの便座を用意いたしました。このときに約６８０万円程度の整備費

を要して整備しています。確かにそうしたトイレの要望がありますが、その反対

側のバックスタンド側、ちょうどグラウンドの反対側に管理事務所がございます。

そちらの事務所の中にもトイレがありますので、昨年度、指定管理者に対してそ

のトイレを一般利用させるように話をして、利用者のサービスの向上に努めると

いうことで利用者の方には御理解をいただいているところでございます。 

 

佐藤委員  管理棟に男女兼用の和式があるということは承知しております。ただ、再三申

し上げるとおり、大勢の方が一どきに利用する場合というのは、やはり長蛇の列

になって、次のプレーに差しさわりがあるということもあります。ですから、こ

れは要望ですけれども、「やや」も含めて顧客満足度９７％といった部分をもっと

１００％に近づけるためには、トイレはぜひ増設なり、バックネットでなく、老

朽化していますけれども、スコアボードのところに設置ということを含めてぜひ

検討をお願いしたいなと思うわけです。 

  実は、この収支の中で、収支８４０万円中、５８０万円が人件費ということで、

割合は６８.５％になるんですね。これは７５０万円の委託料に関して言うと５８

０万円だと７７％になっちゃう。つまり、それは人件費のために委託料払ってい

るのかなと、そんなふうに思うわけなんですが、いかがでしょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 この指定管理の委託料、指定管理の内容というのは、このグラウンド

の管理、それから予約の受付といったことになります。実際のグラウンドの管理、
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それから受付ということになりますと、人の張りつけがメーンの要素になってき

ます。そもそも金がかかるところがどこかというと、施設はグラウンドしかない

ものですから、そんなに施設修繕だとか維持管理だとか、そういった部分にかか

ってくるところはない。主に金がかかるところというと人。人がそこで現場を管

理する。人に金がかかってくるということで、ほかの建物を持っているような指

定管理のところとは若干様子が違ってくるのかなと思っております。 

 

佐藤委員    何十万人というほかの施設に比べれば、利用人口が２万１,０００人から２万

７,０００人というところで、一桁違う部分がありますけれども、そうはいっても、

お年を召した方々のグラウンド・ゴルフ人口は非常に多くて、私もあそこのとこ

ろを通るたびに、プレーされている方々を拝見するのですけれども、トイレに並

んでいるというケースを非常に多く見るわけですね。人件費のことについて、例

えば外部委託費で９６万８,０００円というのを出しているわけですけれども、冬

季の芝の養生とかそういった部分だと思いますけれども、富士グリーンテックに

文句を言うわけではないのですけれども、本来業務の部分ではないかなと思って

いるわけでありまして、逆に言いますと、シルバー人材センターのほうが安いん

じゃないかということも考えられるんですけれども、いかがでしょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 外部委託の部分につきましては、芝の手当、芝の更新作業であったり、

グラウンド整備といったことになります。これにつきましては、指定管理者がみ

ずからやるのが指定管理上、経営コストが安いのか、あるいはそこから先に委託

して出したほうが安いのか、それぞれ経営上の判断をしてやっているところでご

ざいます。本来、私どもとすると、全体としてグラウンド管理をできるところと

いうことで、指定管理者にお願いしているところでございます。そこから先のと

ころでさらにより効果的、効率的にできる方法ということで外部委託がされてい

るものというふうに考えております。 

 

佐藤委員  平成３１年までこの契約が続くというふうに思うわけですけれども、その間の

利用者の利便性、居心地とかっていう部分の中で、やはり効率的な運営というの

をお願いしたいわけですけれども、このピンクの資料の３４、管理条例のところ

ですけれども、３５１ページに利用料が入っていますけれども、この利用料はい

つ決められたものになりますか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 この利用料につきましては、平成１４年の設置管理条例の中で定めら

れています。もちろん設置管理条例の以前にも施設は存在をしていましたので、

そのときにはそのときの利用料金であったとは思いますけれども、少なくとも今

現在で言えば平成１４年に定められたものでございます。 

 

佐藤委員  平成１４年ということでありますから、１４年前に決められたということです

けれども、１４年間たってそのままという部分、収支とんとんという部分、この

辺が適正かどうか、今どのようにお考えですか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 収益を上げるための施設ではございません。この利用料金の中で多く

の方に御利用いただいている、御満足もいただいているということなので、今た

だちにこの金額を変えなければならないという事情にあるとは考えておりません。 

 

佐藤委員  収支とんとんというお話を申し上げましたけれども、例えば、トイレの使用料

相当の部分を利用料金に加算してもいいのかなと。つまり、県の施設であります
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から、トイレの増設の経費として、１回につき幾らとかっていう加算もあり得る

のではないかなと。つまり、それは早く増設してほしいというところにも結びつ

くのですけれども、その辺はいかがでしょう。 

 

赤岡スポーツ健康課長 トイレが不足している、特に芝生側をグラウンド・ゴルフの皆さんが

お使いになっているということで、反対側に歩いていくのは大変だという声があ

るということは、先ほど申し上げましたように、承知をしておりますが、トイレ

１基つくるだけでも相当な経費がかかるということで、２３年度にこの飯田球場

については整備をしているという経緯がございます。今のところ、２３年度に新

しく設けたものと、管理事務所にあるものの御利用を御案内させていただくとい

うことで御理解をいただきたいと考えております。 

 

佐藤委員  納得はできないのですけれども、いずれにしても利用者の声というものをやは

り真摯に受けとめていただいて、現実を直視していただきたいというふうに思う

わけですね。ですから、先ほど申し上げたとおり、全国大会が４年後にある。そ

れに参加できる人が何人いるかわかりません。けれども、せっかく地面ではなく

て芝生でできるという部分で人気の高い飯田の球場ですから、ぜひその辺に関し

ては前向きに検討していただきたいと思います。５８１ページに、球場各施設に

ついては県へ大規模改修等の要望を行うと書かれていますから、それに対してど

うお応えするかというのが今後の課題かなと思います。いかがでしょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 県有施設は幾つもございます。それを一気に全部、それぞれの利用者

の御要望に応えて整備するというのはとても財政的にできないということで、今

年の２月に県有スポーツ施設整備の基本方針を策定しました。要は、県有施設を

こういう方針で優先度をつけて整備していきましょうという方針です。それによ

りますと、まずは平成２９年度に冬季国体がございます。冬季国体で必要な施設

整備をまず優先させましょう。それから、次に、東京オリンピック・パラリンピ

ック、あるいはラグビーワールドカップが控えている。これの事前合宿に必要に

なってくる施設、こういったところも優先度が高く整備をしていきましょう。次

に、次期国体に使う施設となるかどうか。それ以外のものについては、基本的に

は維持管理、維持修繕、これを適切に進めていくと。県の立場とすると、いろい

ろな施設がありますけれども、県有施設の責任とすると、そうした大規模な大会、

国体を受け入れるとか、オリパラの事前合宿を受け入れるとかそういった全国レ

ベル、世界レベルの競技、あるいは合宿というものを受け入れるための施設を整

備するんだということで順位づけをいたしております。 

  その中で、基本的には適切な施設の維持管理を図っていくのですけれども、そ

の中でまた個別の事情に応じて、その都度その都度、事情が生じた際には検討を

していくという方針でございます。 

 

佐藤委員  オリンピック・パラリンピックとか、国体といった部分は目を向けるけれども、

それ以外のものは目を向けないというふうに聞こえましたけれども、いかがでし

ょうか。 

 

赤岡スポーツ健康課長 今、申し上げましたのは、先般策定をいたしました整備の基本方針の

考え方でございます。まず、その中で優先度、先に手をつけていくのはどこかと

いうことで、今、目の前に迫っている冬季国体、あるいは事前合宿の誘致、それ

から時期は確定していませんけれども、次期国体、そういうものに備えていきま

しょうと。そういうものに備えていく、対応をしていくことが、優先度が高い、
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手をつける順番とすれば早いということであって、それ以外の施設については一

切手をつけない、無視するということではございません。それについてはそれぞ

れ必要な維持修繕を講じる、対策をとるということでございます。それ以上にさ

らに何か特別の事情が生じれば、当然、それに従って対応するということでござ

いまして、無視をするということでは決してございません。 

 

佐藤委員  まあ、同じようにしか聞こえないんですけれども、いずれにしましても、そう

いう利用者からの声があるということ、県民全体の財産でありますから、そうい

った部分の中で、また繰り返しますけれども、トイレのことについては耳を傾け

ていただきたいということで終わります。 

 

 

     （山梨県立梨の実寮関係について） 

佐藤委員  総括審査のほうでまとめてとは思ってはいますけれども、５３年に開設して、

３８年たっているという部分で、老朽化が目立つと思うのですけれども、その中

でトイレの改修について考え方をお伺いします。 

 

山本障害福祉課長 梨の実寮の施設整備の改修工事につきましては、管理に関する基本協定書

第１２条において、１件につき６０万円未満の工事は指定管理者が行うことと規

定をしておりますが、大規模な修繕については県の費用負担で行うこととなって

おります。これまでも幾つかの施設修繕を行ってまいりましたが、施設の修繕要

望につきまして、特にトイレの改修等があるということはお聞きしております。

今年度もこれから施設の改修要望が上がってくるものと思われますが、施設利用

者が日常的に使用する設備でございますので、優先して対応させていただきたい

と考えております。 

 

佐藤委員  １７３ページの利用者の主な意見というところで、風呂場とトイレをきれいに

してほしい、一人部屋になりたいとあり、トイレをやはりきれいにしてほしいと

あります。６０万円の範囲内かどうか、これは見積もりによって違うんでしょう

けれども、トイレに関しては要望があるということなので、ぜひ前向きに御検討

いただきたいと思います。 

  それから、就労支援については具体的にどのようなことをされていますか。 

 

山本障害福祉課長 地域の企業からの受託事業としまして、封筒の袋詰め、ダイレクトメール

の封入ですとか、花火セットの封入ですとか、あるいはチラシの封入ですとか、

新聞を帯どめするといったような軽作業が中心になっております。また、梨の実

寮に関しましては、自主生産事業として原木シイタケの栽培を行っておりまして、

この原木シイタケにつきましては、梨の実寮のシイタケとして地域では人気があ

る作物になっているとお聞きしております。 

 

佐藤委員  その場合、入居者の、例えば月間の収入というのはどのぐらいになりますか。 

 

山本障害福祉課長 就労支援の利用者は、就労の対価として工賃をもらっています。施設を利

用する障害者につきましては、その工賃は生きがいになるものでございまして、

貴重なお小遣いにもなるものですが、実際の工賃実績は、賞与を含めまして１月

に８,１０６円というのが昨年度の実績でございました。まだまだ十分な収入では

ないというふうには考えておりまして、工賃向上計画によりまして、工賃の増強

を図ってまいりたいと考えております。 
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佐藤委員  こういう御時世ですから、そういった言葉でいう軽作業という部分かもしれま

せんけれども、そういった部分で入居者の方々の多少なりともお小遣いになるよ

うな、また選別もしていただければと思います。とりあえずこれでおしまいです。 

 

 

     （山梨県立育精福祉センター成人寮について） 

奥山副委員長 施設の概要についてまず教えてください。 

 

山本障害福祉課長 県立育精福祉センター成人寮は南アルプス市の社会福祉村内にある１８歳

以上の重度の知的障害のある方を支援する施設でございまして、障害者総合支援

法に基づく指定障害者支援施設でございます。入所定員は９０名となっており、

現在８９名の方が利用されております。具体的にどのようなサービスを提供して

いるかということでございますが、成人寮は主として夜間の生活、食事ですとか

入浴、排泄などの支援を行う施設入所支援と、同様に日中の支援を行う、生活介

護を主として、家庭や保護者の事情により一時的に施設で支援を行う短期入所の

各事業を実施しております。また、施設入所支援と生活介護につきましては、２

棟に分けて実施しており、それぞれ成人１寮、成人２寮と呼んでおります。成人

１寮は、より重度の障害のある方が利用されているところでございます。 

 

奥山副委員長 ８９名の方が入所されているということで、これは県内の方のみという形にな

っているのでしょうか。 

 

山本障害福祉課長 施設入所者は現在のところ、県内の方のみでございます。 

 

奥山副委員長 同様の施設があるわけですが、期間をどの程度にしているのか。逆を言うと、

長期間にわたって入所されている方がいるのか。あと、入所者は１８歳以上とい

うことですが、年齢構成がどのようになっているか教えてください。 

 

山本障害福祉課長 重度の知的障害者の方が主な入所者になっておりますので、入所期間は相

当期間、長くなります。グループホーム、あるいは就労系の施設に移行するとい

うことができなければそこにとどまるしかないということでございまして、長期

間の滞在が多くなっているものと考えておりますが、具体的に平均の入所期間が

どのぐらいになっているかということは、手元に資料がございません。 

  また、年齢構成につきましては、男性の平均年齢が３８歳、女性の平均年齢が

４５歳、男女トータルの平均年齢は４２歳というのが現状でございます。 

 

奥山副委員長 ある程度の年になりますと、これからどうしようかという部分が発生するかと

思います。ここは最終的に高齢になっても引き続き入所が可能という形になって

いるのかどうなのか。 

 

山本障害福祉課長 年齢にかかわらず、入所することは可能でございます。御指摘のとおり、

入所利用者の高齢化が進んでまいりまして、当施設では必要なサービスが十分提

供できなくなる、例えば胃ろうの提供といったようなことが今後は予想されてま

いります。その時点で入所利用者の方に必要なサービスが提供できる他の施設、

例えば特別養護老人ホームといったようなところへの移行なども場合によっては

必要になってくるのではないかと考えております。 

  また、保護者の方の高齢化も同様に進んでいく中で、地域に戻ってグループホ
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ームの利用などが可能な方には、その支援をさせていただきたいと考えておりま

す。 

 

奥山副委員長 先ほど、アンケート調査の中で、食事に対する要望の部分が非常にウエートが

あって、業者を変えたという話を聞いたのですが、その後、変えて以降はどうで

しょうか。 

 

山本障害福祉課長 先ほど、委託業者を変えたということを説明させていただきましたが、従

前とは提供の方式も変えております。昨年度までは、受託業者があけぼの医療福

祉センターの調理室を使って調理した料理を運んでおりまして、あたたかいもの

はあたたかいように、冷たいものは冷たいようにという形で配膳できておりませ

んでした。いわゆる食缶という、寸胴のようなアルミの容器に入れて配膳されて

おりましたので、特に冬場にはあたたかいものが冷めてしまっていたというよう

なところで利用者の満足度がやや下がっていたという傾向がございます。 

  そのような中、保護者の方、あるいは入所者御本人の方からの改善を求める声

も受けまして、指定管理者側と協議する中で、本年４月から単独で民間給食業者

と契約を締結し、大人の利用者の味覚に合い、温度が保たれた適温給食が供給で

きるように体制を整えたところでございまして、統計的な数値は今、手元にござ

いませんが、多くの方々から、あるいは保護者の方々から非常に好評を得ている

と聞いております。 

 

奥山副委員長 食べることって、我々にとっても大切なところであって、そんな中でいい方向

へ転換したということで、入所者の方には一番、また、周りでいろいろやってい

る方にとってもいい方向になっているんじゃないかと思います。 

  そんな中、楽しみの部分で、対外的、地域との接点とかっていうのも考えられ

ているんでしょうか。 

 

山本障害福祉課長 育精福祉センター成人寮では、利用者一人一人の状況にあわせて自立生活

を営むことができるよう、日常的な支援を行っておりますが、さまざまな行事や

自主活動を行う中で、楽しみ、生きがいといったものを提供することを実行して

おります。例えば、障害者のスポーツ大会や旅行や納涼祭、あるいはクリスマス

会、忘年会、餅つき会といったような各種のイベントが年間を通じてございまし

て、そういったものに参加していただいております。また、地域の人とのふれあ

いを深める行事、社会福祉村祭り、あるいは園遊会といったような行事がござい

まして、そういったものに利用者の自主性を尊重しながら参加するプログラムを

設定しております。 

  また、自主的な活動として、趣味、例えば、外部から講師を招いて、生け花や

陶芸、踊り、ダンスといった創作活動、３Ｂ体操というのだそうですけれども、

器具を使った体操なども行っていると聞いております。 

 

奥山副委員長 続きまして収支の状況についてちょっとお聞きしたいと思います。平成２５、

２６、２７年度ということで、３年度にわたって収支が記載されているのですが、

育精福祉センター成人寮の決算報告書というのがまだ出されたばかりなのですが、

ホームページ上に載っていたんです。その数値と、この資料の平成２７年度のと

ころの金額にちょっと違いがありましてね。ちなみに収入の部分、いただいた資

料によると、平成２７年度が４億１,４００万円余。ホームページ上に載っている

決算報告の決算が、４億２,４００万円余という数字で載っていたので、この辺の

違い、あるいは違うものを見ているのかななんて思いながら、ちょっと疑問に思
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っていたので、ちょっとその辺、教えていただけたらと思うのですが。これ、ホ

ームページの決算報告書で、まだ出たばかりです。その辺についてちょっと教え

てください。 

 

山本障害福祉課長 同じ施設の同じ会計でございますので、数字が２種類あるというのはどう

かなと思います。ただ、いただいている数字と精査をさせていただかないと、こ

の場でお答えができないところがございまして、精査の上、御回答させていただ

きたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

 

奥山副委員長 じゃあ、それについてはちょっと精査してください。これね、今朝、プリント

アウトしたばかりなんです。それで、ちょっと数字が違っていたもので、見てい

ただけたらと思います。 

（その後、審査資料に誤りがあることが判明し、８月１８日総括審査の際、審査資

料の訂正の説明が行われた。） 

  その中で、県への納付金額が、平成２５年が２,５００万円余、続いて２６年が

１,５００万円、平成２７年が５１１万円余ということで、年々、県のほうへの納

付金額が減ってきているのですが、その部分について教えていただけたらと思い

ます。 

 

山本障害福祉課長 県への納付金につきましては、指定管理が２５年度から始まりまして、激

変を緩和するといいますか、安定した指定管理業務が継続して行えるように、２

５年度は１５名、２６年度が１０名、２７年度が５名と、県から職員を派遣させ

ていただきながら、徐々に自立性を持った経営をしていただいたという経過がご

ざいまして、その対価としての負担金という形になっております。 

 

奥山副委員長 わかりました。その中で、収支の差額が、２５年が７,３００万円、２６年も同

じような形で７,４００万円、これはプラスの状態で、そして平成２７年が３,０

００万円という金額が収支の差額ということでプラス計上されています。通常、

施設利用料が民間と同じレベルで決められた額で人数等によって入ってくる。そ

して、人件費等もろもろが民間と同じような形の中で支払われていく。どこに民

間とこの指定管理者の差があるんだろうかというと、施設の減価償却部分という

のが、この指定管理者の中には含まれていないと。その中で、当然、プラスの部

分が出てきているという形だと思いますが、県ではそこの部分について、今、７,

３００、７,４００、３,０００というふうにプラスの部分が出てきているものを、

どのように考えているのか。 

 

山本障害福祉課長 収支差額として大きい額が毎年出ているわけでございますが、まず、収入

に関しましては、障害者総合支援法に基づき厚生労働大臣が定める基準等により

算定した額を報酬として受け取っておりますので、これはいずれの施設において

も同じ額が全国一律で適用されております。ただ、公立の施設でございますので、

公立減算と言われますけれども、民間の施設に比べて３.５％の減額が収入の面で

は入っております。ということなので、そこが違う点かなと考えております。 

  また、収入と支出の差、収支差額が７,０００万円、昨年度においても３,００

０万円ということで、多く発生しております。この点に関しましては、確かに減

価償却という概念がこの中にないということもございますけれども、これは収支

差額の多くは社会福祉法人の会計基準上、配当することもできませんし、この特

定の目的に沿った管理運営業務を委託しているわけでございますので、施設等に

再投資する、大きな施設の建てかえ等に再投資するということも目的上、限定さ
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れておりますので、どうしても内部に留保された形でたまる、いわゆる内部留保

という形でたまっていくのが実態でございます。これに関しましては、改正され

た社会福祉法に基づきまして、内部留保の明確化、あるいは今後、必要な額、当

面の運転資金ですとか、施設整備等に対する再投資に予定される額、こういった

ものを差し引いたものについては社会貢献、あるいは社会福祉のために使うよう

にというルールに置きかわりまして、来年６月までに社会福祉充実計画を各施設

においてつくることになっておりまして、どのような目的に内部留保を使ってい

くかということを、計画をつくらなくてはいけないことになっております。 

  少しわかりにくい説明だったかもしれませんが、目的を持たないまま内部留保

を蓄えるということが今後はできなくなるということでございまして、こういっ

た公益の目的のために今後使っていくということが促進される状況になってくる

と考えております。 

 

 

（丘の公園について） 

宮本委員   丘の公園は山梨県が持っている施設だと思うんですけど、なぜ行政というか、

地方政府である山梨県がゴルフ場を持っているのですか。 

 

清水企業局総務課長 これを始めたのが昭和６１年になりますが、八ヶ岳南麓の県有林の高度

活用、それから南麓の地域振興を目的に、子供から大人までが楽しめるスポーツ

レクリエーション施設として開始したものでございます。 

 

宮本委員  一般論ですけれども、やはり地方政府というか行政というのは基本的に市場原

理がなくて、民間がやってももうからない、かつ公共性を有するものを行うと。

例えば警察、あるいは消防、ごみ収集。要するに民間がやってももうからない。

そういったものをやるのが普通であるなら、小さな政府か大きな政府かの違いは

ありますけれども、政府がやるべきことであると。その意味で、ゴルフ場という

ものは、民間がこれだけやっていて、市場性もちゃんとある。なぜ行政がやる必

要があるのか、もう一度お答えいただけますか。 

 

清水企業局総務課長 県有林の高度活用が非常に求められていたということが一つにはござい

ます。これは八ヶ岳南麓地域の地域振興ということですが、現状においても清里、

八ヶ岳南麓地域の中心的な集客拠点となっておりまして、ゴルフ事業だけではな

く、レジャー事業とかレストラン事業で、地域振興の役割は非常に高く保たれ、

貢献しているものと考えております。そこに県がやる意義が当時からあったので

はないかと考えております。 

 

宮本委員  今のお話を聞くと、当時はあった。じゃあ、今もあるのかどうかちょっとわか

らないというような御回答だったのかなと思うのですが、もちろん時代の変化の

中でそのとき必要だったというのはそのとおりだと思うのですが、今現在、ゴル

フ場も山梨県中にたくさんあって、そして値段も安い中で、当時はもしかすると

安いゴルフ場として非常に意味があって、大事だったのかななんて思いますし、

県有林の活用という意味で実際うまく活用されているなとは思うのですが、もし

行政が本当にやる必要がないのだったら、民間に売却なり払い下げる必要もある

のかなということを私は、先ほど申し上げましたように、いわゆる市場原理が働

かない、そして公共性を有するという観点で本来それは行政がやるべきものであ

って、そうじゃないものというのは民間、ある意味、民業圧迫になってしまうの

ではないかなと、そのようなことを考えております。そういった意味で、この施
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設の中で、とりわけゴルフ場というものは本当に行政がやる必要があるのかなと

いうことを強く思いますので、そういったことも含めて御検討いただければと思

います。特に回答はいいです。 

 

前島委員  大変な丘の公園の状況が引き続いて決算の中でも示されていまして、人件費な

どは、もう最高に抑えているような感じはしているんですね。半数以上が契約職

員という状況でありまして、１人当たりに人件費を割りますと、大体１７５万程

度ですよね。ほかの指定管理から見れば本当に大変だなということが実態的にわ

かるんです。それでも収支差額はマイナスで４,２００万円という数値で、過去数

年をさかのぼっても、やっぱり落ちている、そして横ばいという状態で収支の回

復の兆しが見えない。そういう中で１億５,０００万円、県に納付をしていただく

という形で、過去はそれを不履行で１億３,０００万円に減額したり、いろいろな

経過がありました。何といっても原因は、一つは標高が高いということで、冬場

の利用率が極端に低いことが大きな原因であるし、それから、周辺の集客の状況

の環境が、なかなか整っていないと私は感じていて、相乗的にマイナスの要因が

顕著に見られるわけですが、問題は今後、これをどう活性化をしていくかという

こと以外には方法はないのだけれども、利用率を高める、稼働率を高める方法と

して県を挙げて工夫をする必要があると思っているんだけれども、例えば、こう

いう方向を検討しているとか、そのことについての所見を聞きたいと思っている

んですね。 

 

清水企業局総務課長 確かに、利用状況説明書をごらんいただきますと、ずっと赤字が続いて

いるという状況です。ただ、２５年度までは前指定管理者で、２６年度からは新

たな指定管理者ということになっておりますので、それをお含みおきいただきた

いのと、こちらに収支差額が出ておりますけれども、この清里丘の公園・ニホン

ターフメンテナンス共同企業体としての決算のうち、この事業に係る収支差額と

いうことになっています。それぞれ、このほかに自主事業等も行っておりまして、

それを勘案しますと、収支はこれよりはもう少しよくはなるのですけれども、そ

れをもう一つお含みおきいただきたいのと、あとは、これは前指定管理者の期間

だったのですが、２３年度のこの直前に東日本大震災がございまして、全般的に

レジャーに対する投資が減ったというようなことが特殊要因としてございます。 

  また、２３から２６年度の中盤あたりまでだったと思いますが、ニューヨーク

のＷＴＩで原油取引が１００ドルを超えていたというような状態を原因として、

燃料費の高騰がございました。アクアリゾートなんかもそうですし、ゴルフもそ

うですが、お風呂の燃料をかなり使いますので、その燃料費が非常にかかってし

まったという要因があります。 

  それからまた、２４年度に関越自動車道のバス事故がございまして、その翌年

には新しい高速乗合バスの制度に変わっております。いわゆる５００キロを超え

る高速ツアーバスについては２人の運転手を用意しなければいけないことが、ま

きば公園のレストラン事業に特に大きな影響を与えました。従来ですと、例えば

南アルプスに寄って、その周辺で遊んだ後にまた丘の公園に来るといった周遊的

なバスのコースを設定できたのですが、今度は５００キロを超えてしまって、金

額が高くなる。総じてこの時期にバス料金が非常に高くなってしまったのですけ

れども、そんな影響も出ております。 

  なお、先ほど委員から、県への納付金の減額について、規定がないのにやった

かのように聞こえるお話がございましたが、前指定管理期間は平成１６年から２

５年度までの期間だったのでございますけれども、１０年間という長いスパンの

中で、５年後には見直すという規定が最初から入っておりましたので、その中で



指定管理施設・出資法人調査特別委員会（平成 28年 7月 27日部局審査②）会議録 

- 23 - 

減額の対応をさせていただいたところでございます。 

  ２６年度以降につきましては、プロポーザル方式により新たな指定管理者とな

りまして、それは１億５,０００万円を納めるという形で契約をしているところで

ございます。 

 

その他  ・ ８月３日に現地調査を行うこととされた。 

 

 

以 上 

 

 

指定管理施設・出資法人調査特別委員長 飯島 修 


